
 

山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、山形県工業技術センター（以下「センター」という。）が、民間事業者

等の技術力、研究開発力、新製品開発力を強化するため、技術シーズを有する民間事業者

等と研究費用を分担して行う研究（以下「共同研究」という。）の実施に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（共同研究の申請） 

第２条 センターと共同研究を行おうとする者（以下「申請者」という。）は、各年度の11月

30日までに共同研究申請書（様式第１号）を山形県知事（以下「知事」という。）に提出す

るものとする。 

２ 申請者は、共同研究を実施するにあたり、センターが外国為替及び外国貿易法（昭和 24

年法律第 228 号）に基づく経済産業大臣の許可を必要とする可能性がある場合は、山形県

工業技術センター所長（以下「所長」という。）にその旨を申し出るものとする。 

 

（共同研究契約の締結） 

第３条 知事は、前条第１項の申請書の提出があったときは、所長に、申請された事項につ

いて審査させ、その結果、適当であると認めたときは、共同研究契約書（様式第２号）によ

り、当該申請者と共同研究契約を締結することができる。 

 

（共同研究の管理） 

第４条 所長は、共同研究全体を総括し、効率的に推進するものとする。 

 

（研究費） 

第５条 共同研究に要する経費（以下「研究費」という。）は、材料、消耗品等の需用費、旅

費、委託費等当該共同研究の遂行に直接必要な経費（以下「直接経費」という。）と、直接

経費以外に必要となる経費（以下「間接経費」という。）を合算した額とする。 

２ 研究費のうち共同研究契約を締結した民間事業者等(以下「共同研究者」という。)が負担

する額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。ただし、共同

研究者が第１号から第３号までに定める額を超えて負担することを申請した場合は、この

限りでない。 

(１) 共同研究者が山形県内に事業所を有し、かつ共同研究の内容が県の定める GX・CN に

資するものと認められる場合 次に掲げる額の合計額 

イ 直接経費の総額から、当該額に３分の２を乗じて得た額(千円未満の端数があるとき

はこれを切り上げた額とし、その額が 60 万円を超えるときは、60 万円とする。)を控

除した額 

ロ 間接経費として、イに掲げる額に10分の１を乗じて得た額(千円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額) 

(２) 共同研究者が山形県内に事業所を有し、かつ共同研究の内容が県の定める重点分野

の発展に資するものと認められる場合 次に掲げる額の合計額 

イ 直接経費の総額から、当該額に２分の１を乗じて得た額(千円未満の端数があるとき

はこれを切り上げた額とし、その額が 30 万円を超えるときは、30 万円とする。)を控



 

除した額 

ロ 間接経費として、イに掲げる額に10分の1を乗じて得た額(千円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額) 

 (３) 共同研究者が山形県内に事業所を有し、前２号に該当しない場合 次に掲げる額の

合計額 

イ 直接経費の総額から、当該額に３分の１を乗じて得た額(千円未満の端数があるとき

はこれを切り上げた額とし、その額が 20 万円を超えるときは、20 万円とする。)を控

除した額 

ロ 間接経費として、イに掲げる額に10分の１を乗じて得た額(千円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額) 

(４) 共同研究者が山形県内に事業所を有しない場合 次に掲げる額の合計額 

イ 直接経費の全額 

ロ 間接経費として、イに掲げる額に 10 分の１を乗じて得た額と、センター及び山形県

高度技術研究開発センターの設備使用に係る相当額を合計した額（千円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額) 

３ 一の共同研究契約に対し山形県内に事業所を有する企業と事業所を有しない企業が併せ

て共同研究者になる場合は、山形県内に事業所を有するものとして前項の規定を適用する。 

 

（研究費の納付等） 

第６条 共同研究者は、共同研究契約後遅滞なく、県の発行する納入通知書により研究費を

県に納付するものとする。 

２ 知事は、共同研究者が期限までに研究費を納付しない場合は、共同研究契約を解除でき

るものとする。 

３ 納付した研究費は、還付しない。 

 

（特許出願） 

第７条 共同研究の結果、センターに属する研究員又は共同研究者に属する研究員が独自に

発明を行った場合において、知事又は共同研究者が単独で特許出願を行おうとするときは、

当該発明を独自に行ったことについて、あらかじめ相手方の同意を得るものとする。 

２ 共同研究の結果、センターに属する研究員及び共同研究者に属する研究員が共同して発

明を行った場合において、特許出願を行おうとするときは、知事及び共同研究者双方の合

意に基づく共同特許出願契約書（様式第４号）を作成するものとする。ただし、知事又は共

同研究者が、共同研究の相手方から当該特許を受ける権利の譲渡を受けた場合は、この限

りでない。 

 

（準用） 

第８条 前条の規定は、実用新案権及び実用新案登録を受ける権利並びに意匠権及び意匠登

録を受ける権利について準用する。 

 

（共同研究の中止） 

第９条 知事又は共同研究者は、やむを得ない事由により、共同研究を継続することが困難

となったときは、共同研究者又は知事との協議に基づき、当該共同研究を中止することが



 

できる。 

２ 共同研究者が研究に要する経費を納入する前に研究を中止した場合は、研究を中止する

までの研究に要した経費は、双方協議のうえ、確定させるものとする。ただし、共同研究

者が研究に要する経費を納入した後に研究を中止した場合は、当該経費は返却しないもの

とする。 

 

（共同研究報告書） 

第 10 条 所長は、共同研究が終了したときは、遅滞なく共同研究報告書（様式第３号）を共

同研究者と共同で取りまとめ、知事に提出するものとする。 

 

（研究成果の公表等） 

第 11 条 知事又は共同研究者が、共同研究の実施期間中又は終了後、研究成果を第三者に知

らせようとするときは、それぞれ共同研究者又は知事の同意を得るものとする。 

 

（補則） 

第12条 本要綱の施行に際し必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、平成23年４月1日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

  



 

様式第１号 

 

共 同 研 究 申 請 書 

 

令和 年 月 日 

 

山形県知事 （氏 名） 殿 

 

申請者 住 所                  

会社名                  

（代表者役職名） （氏 名）        

 

 

山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要綱第２条の規定に基づき、下記のとお

り共同研究を実施したいので申請します。 

 

記 

 

１．研究テーマ：  

２．研究区分： 山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要綱第５条第２項第 号 

３．研究の内容及び課題分担： 別表第１のとおり 

４．研究に参加する主担当者の所属・職・氏名： 別表第２のとおり 

５．研究の実施期間： 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

６．研究に要する経費：      円（別表第３のとおり） 

７．その他必要と認められる資料 

 

  



 

別表第１ 研究内容及び研究の分担 

研究内容 研究の分担 

（大項目）研究名称  （細目）内訳 
甲 

(山形県) 

 

乙 

(申請者) 

1．   

 (1)   

 (2)   

    

2．   

   

3．   

   

4．   

   

   

   

   

   

   

 

 
  

 

（※ 研究日程も可能な範囲で記載すること） 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第２ 研究員 

 

 研究内容 従事する研究員の所属、職氏名、連絡先 

甲
（
山
形
県
） 

1．(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

乙
（
申
請
者
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※別表第1の研究内容の内訳ごとに従事する研究員が判るように記載すること） 

 

 

別表第３ 研究に要する経費 

 

【※山形県内に事業所を有する民間事業者等の場合】 

 

項目 内容及び金額 
内 訳 

甲（山形県） 乙（申請者） 

直接 

経費 

報償費  円 

  

需用費  円 

旅費  円 

役務費  円 

委託料  円 

使用料  円 

備品費  円 

その他  円 

 直接経費計①（税込） 円 円 円 

間接 

経費 

直接経費

1/10 

小 計②（税込） 

(①/10：千円未満切捨) 
円 円 円 

合 計（①＋②） 円 円 円 

 

 

 



 

【※山形県内に事業所を有しない民間事業者等の場合】 

 

項目 内容及び金額 

直 

接 

経 

費 

報償費  円 

需用費  円 

旅費  円 

役務費  円 

委託料  円 

使用料  円 

備品費  円 

その他  円 

 直接経費計①（税込） 円 

 
直接経費

1/10 

小 計②（税込） 

(①×1/10) 
円 

間 

接 

経 

費 

設 

備 

使 

用 

相 

当 

額 

設備名称 
単価 

（円） 

使用時間 

（hr） 

金額 

（円） 

   円 

   円 

   円 

   円 

   円 

   円 

小 計③（税込） 円 

 間接経費計④（②＋③：千円未満切捨） 円 

合 計（①＋④） 円 

  



 

様式第２号 

【※山形県内に事業所を有する民間事業者等の場合】 

 

共 同 研 究 契 約 書 

 

山形県知事（氏 名）（以下「甲」という。）と、（会社名 代表者役職名 氏 名）（以下

「乙」という。）とは、「           」に関する研究（以下「本研究」という。）

を共同で実施することについて、次のとおり契約を締結する。 

 

（共同研究） 

第１条 甲及び乙は、次の研究を共同で実施する。 

(1) 研究テーマ： 「               」 

 (2) 研究区分：山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要綱第５条第２項第 号 

         （重点分野：     ） 

(3) 研究の概要：               

 

（実施場所） 

第２条 本研究の実施場所は、次のとおりとする。 

(1)    県   市（甲の   内） 

(2)    県   市（乙の   内） 

 

（実施期間） 

第３条 本研究の実施期間は、令和 年 月 日から令和 年 月 日までとする。 

２ 甲及び乙の協議のうえ、本研究の実施期間については変更することができるものとする。 

 

（研究分担） 

第４条 甲及び乙は、別表第１に掲げる研究内容について研究を分担する。 

 

（研究員） 

第５条 甲及び乙は、別表第２に掲げる研究員をそれぞれ本研究に従事させる。 

２ 前項の研究員に変更があったときは、甲及び乙は直ちに別表第２を修正して相互に交換

する。 

 

（経費の負担） 

第６条 乙は、別表第３に掲げる研究に要する経費として、金     円を負担するもの

とする。 

 

（経費の納入） 

第７条 乙は、本契約締結後、前条の経費を令和 年 月 日までに、甲の発行する納入通

知書により甲に納入するものとする。 



 

（研究成果の取扱い） 

第８条 本研究において甲及び乙が共同して行った研究成果については、甲及び乙の貢献度

に応じた持ち分による共有とする。特段、貢献度を協議しない場合は、それぞれ２分の１

を保有するものとする。 

２ 前項の研究成果とは、発明、考案、意匠、ノウハウその他一切の技術的成果をいう。 

３ 甲及び乙は、研究成果のうちノウハウに該当するものについて、甲乙協議のうえ、速や

かに指定するものとする。 

 

（特許出願） 

第９条 共同研究の結果、甲に属する研究員又は乙に属する研究員が独自に発明を行った場

合において、甲又は乙が単独で特許出願を行おうとするときは、当該発明を独自に行った

ことについて、あらかじめ相手方の同意を得るものとする。 

２ 共同研究の結果、甲に属する研究員及び乙に属する研究員が共同して発明を行った場合

において特許出願を行おうとするときは、甲及び乙は、前条第１項に規定する持ち分その

他の事項を定めた共同特許出願契約書（様式第４号）を作成し、共同で出願するものとする。

ただし、甲又は乙が、相手方から当該特許を受ける権利の譲渡を受けた場合は、この限り

でない。 

 

（特許の実施） 

第 10 条 乙は、別途、甲と特許実施契約書（様式第５号）を作成することにより、本研究に

関して甲乙共同して保有する特許権（以下「共有特許権」という。）に係る製品を製造・販

売できるものとする。 

２ 前項の規定は、本研究に関して甲が単独所有する特許権に係る製品を乙又は第三者が製

造・販売する場合について準用する。 

 

（共有特許権の第三者への実施許諾） 

第 11 条 共有特許権の第三者への実施許諾に係る実施料その他の条件は、甲乙が協議のうえ、

別途、実施許諾契約を締結する。 

 

（準用） 

第 12 条 実用新案権及び実用新案登録を受ける権利並びに意匠権及び意匠登録を受ける権利

については、第９条から第11条までの規定を準用する。 

 

（秘密保持） 

第 13 条 甲又は乙は、本研究において相手方から秘密事項として提供された情報の秘密を保

持し、これを第三者に漏洩してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するもの

はこの限りでない。 

(1) 相手方から提供される以前に公知となっていたもの 

(2) 相手方から提供される以前に既に自己が所有していたもの 

(3) 相手方から文書による同意を得たもの 



 

(4) 相手方から提供された後に自己の責によらず公知となったもの 

(5) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を課されることなく適法に取得したもの 

 

（進捗状況の打合せ等） 

第14条 甲及び乙は、本契約の期間中、研究の進捗状況その他について、必要に応じて情報 

連絡や打合せ等を開催して、本研究の円滑な進展を図るものとする。 

 

（設備等の使用） 

第 15条 乙は、山形県工業技術センターが所管する設備等及び山形県高度技術研究開発セン 

ター所管の設備のうち、本研究を行うのに必要なものを甲の同意を得て使用料免除で使用 

することができる。 

 

（研究員の遵守事項） 

第 16 条 乙は、乙に属する研究員が、前条の規定に基づき甲の設備等を使用するときは、甲

の指示及び甲の諸規定に従わなければならない。 

 

（賠償責任） 

第 17 条 乙は、乙に属する研究員が、故意又は重大な過失によって甲の設備等に損害を与え

たときは、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

（設備等の持込み） 

第 18 条 乙は、甲の同意を得て、本研究を行うために必要な設備等を第２条第１号に規定す

る実施場所へ持ち込むことができる。 

 

（契約期間） 

第19条 本契約の有効期間は、研究実施期間終了後満３年を満たす日までとする。 

２ 前項の有効期間満了後においても、第 10条、第 11条及び第 13条の規定は、なお２年間

有効とするものとする。 

３ 前２項の期間は、甲乙協議のうえ変更することができる。 

 

（共同研究の中止） 

第 20 条 甲又は乙は、やむを得ない事由により本研究の継続が困難となったときは、甲乙協

議のうえ、本研究を中止することができる。 

２ 乙が第６条に定める研究に要する経費を納入する前に研究を中止した場合は、研究を中

止するまでの研究に要した経費は、双方協議のうえ、確定させるものとする。 

ただし、乙が第６条に定める研究に要する経費を納入した後に研究を中止した場合は、

甲は当該経費を返還しないものとする。 

 

（契約の解約） 

第 21 条 甲又は乙は、相手方が本契約に違反したときは、相手方に書面でその旨を通知し、



 

相手方が書面による通知を受領後 30日以内に是正しない場合には、本契約を解約すること

ができる。この場合の解約は、損害賠償の請求を妨げない。 

 

（共同研究報告書） 

第 22 条 乙は、本研究が終了したときは、当該終了後 30 日以内に、共同研究報告書を山形

県工業技術センター所長（以下「センター所長」という。）と共同で取りまとめ、甲に提出

するものとする。 

 

（研究成果の公表等） 

第 23 条 甲又は乙が、研究成果を第三者に知らせようとするときは、それぞれ乙又は甲の同

意を得るものとする。 

 

（委任） 

第 24 条 甲は、第 14 条、第 15 条、第 16 条、第 18 条及び第 23 条に定める甲のなすべき事

項については、センター所長に行わせるものとする。 

 

（協議） 

第 25条 甲及び乙は、この契約に定めるもののほか、本研究の実施及び研究成果の取扱い等 

に関する必要な事項については、甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印のうえ、

それぞれその１通を保有する。 

 

  令和  年  月  日 

 

甲  山形県山形市松波二丁目８番１号 

 山形県知事 （氏 名）    印 

 

乙 （住 所） 

  （会社名）          （会社印） 

（代表者役職名） （氏 名）    印 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号 

【※山形県内に事業所を有しない民間事業者等の場合】 

 

共 同 研 究 契 約 書 

 

山形県知事（氏 名）（以下「甲」という。）と、（会社名 代表者役職名 氏 名）（以下

「乙」という。）とは、「           」に関する研究（以下「本研究」という。）

を共同で実施することについて、次のとおり契約を締結する。 

 

（共同研究） 

第１条 甲及び乙は、次の研究を共同で実施する。 

(1) 研究テーマ： 「               」 

(2) 研究の概要：                

 

（実施場所） 

第２条 本研究の実施場所は、次のとおりとする。 

(1)    県   市（甲の   内） 

(2)    県   市（乙の   内） 

 

（実施期間） 

第３条 本研究の実施期間は、令和 年 月 日から令和 年 月 日までとする。 

２ 甲及び乙の協議のうえ、本研究の実施期間については変更することができるものとする。 

 

（研究分担） 

第４条 甲及び乙は、別表第１に掲げる研究内容について研究を分担する。 

 

（研究員） 

第５条 甲及び乙は、別表第２に掲げる研究員をそれぞれ本研究に従事させる。 

２ 前項の研究員に変更があったときは、甲及び乙は直ちに別表第２を修正して相互に交換

する。 

 

（経費の負担） 

第６条 乙は、別表第３に掲げる研究に要する経費として、金     円を負担するもの

とする。 

 

（経費の納入） 

第７条 乙は、本契約締結後、前条の経費を令和 年 月 日までに、甲の発行する納入通

知書により甲に納入するものとする。 

 

 



 

（研究成果の取扱い） 

第８条 本研究において甲及び乙が共同して行った研究成果については、甲及び乙の貢献度

に応じた持ち分による共有とする。特段、貢献度を協議しない場合は、それぞれ２分の１

を保有するものとする。 

２ 前項の研究成果とは、発明、考案、意匠、ノウハウその他一切の技術的成果をいう。 

３ 甲及び乙は、研究成果のうちノウハウに該当するものについて、甲乙協議のうえ、速や

かに指定するものとする。 

 

（特許出願） 

第９条 共同研究の結果、甲に属する研究員又は乙に属する研究員が独自に発明を行った場

合において、甲又は乙が単独で特許出願を行おうとするときは、当該発明を独自に行った

ことについて、あらかじめ相手方の同意を得るものとする。 

２ 共同研究の結果、甲に属する研究員及び乙に属する研究員が共同して発明を行った場合

において特許出願を行おうとするときは、甲及び乙は、前条第１項に規定する持ち分その

他の事項を定めた共同特許出願契約書（様式第４号）を作成し、共同で出願するものとする。

ただし、甲又は乙が、相手方から当該特許を受ける権利の譲渡を受けた場合は、この限り

でない。 

 

（特許の実施） 

第 10 条 乙は、別途、甲と特許実施契約書（様式第５号）を作成することにより、本研究に

関して甲乙共同して保有する特許権（以下「共有特許権」という。）に係る製品を製造・販

売できるものとする。 

２ 前項の規定は、本研究に関して甲が単独所有する特許権に係る製品を乙又は第三者が製

造・販売する場合について準用する。 

 

（共有特許権の第三者への実施許諾） 

第 11 条 共有特許権の第三者への実施許諾に係る実施料その他の条件は、甲乙が協議のうえ、

別途、実施許諾契約を締結する。 

 

（準用） 

第 12 条 実用新案権及び実用新案登録を受ける権利並びに意匠権及び意匠登録を受ける権利

については、第９条から第11条までの規定を準用する。 

 

（秘密保持） 

第 13 条 甲又は乙は、本研究において相手方から秘密事項として提供された情報の秘密を保

持し、これを第三者に漏洩してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するもの

はこの限りでない。 

(1) 相手方から提供される以前に公知となっていたもの 

(2) 相手方から提供される以前に既に自己が所有していたもの 

(3) 相手方から文書による同意を得たもの 



 

(4) 相手方から提供された後に自己の責によらず公知となったもの 

(5) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を課されることなく適法に取得したもの 

 

（進捗状況の打合せ等） 

第 14 条 甲及び乙は、本契約の期間中、研究の進捗状況その他について、必要に応じて情報

連絡や打合せ等を開催して、本研究の円滑な進展を図るものとする。 

 

（設備等の使用） 

第 15条 乙は、山形県工業技術センターが所管する設備等及び山形県高度技術研究開発セン 

ター所管の設備のうち、別表第３に掲げる設備を甲の同意を得て使用することができる。 

 

（研究員の遵守事項） 

第 16 条 乙は、乙に属する研究員が、前条の規定に基づき甲の設備等を使用するときは、甲

の指示及び甲の諸規定に従わなければならない。 

 

（賠償責任） 

第 17 条 乙は、乙に属する研究員が、故意又は重大な過失によって甲の設備等に損害を与え

たときは、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

（設備等の持込み） 

第 18 条 乙は、甲の同意を得て、本研究を行うために必要な設備等を第２条第１号に規定す

る実施場所へ持ち込むことができる。 

 

（契約期間） 

第19条 本契約の有効期間は、研究実施期間終了後満３年を満たす日までとする。 

２ 前項の有効期間満了後においても、第 10条、第 11条及び第 13条の規定は、なお２年間

有効とするものとする。 

３ 前２項の期間は、甲乙協議のうえ変更することができる。 

 

（共同研究の中止） 

第 20 条 甲又は乙は、やむを得ない事由により本研究の継続が困難となったときは、甲乙協

議のうえ、本研究を中止することができる。 

２ 乙が第６条に定める研究に要する経費を納入する前に研究を中止した場合は、研究を中

止するまでの研究に要した経費は、双方協議のうえ、確定させるものとする。 

ただし、乙が第６条に定める研究に要する経費を納入した後に研究を中止した場合は、

甲は当該経費を返還しないものとする。 

 

（契約の解約） 

第 21 条 甲又は乙は、相手方が本契約に違反したときは、相手方に書面でその旨を通知し、

相手方が書面による通知を受領後 30日以内に是正しない場合には、本契約を解約すること

ができる。この場合の解約は、損害賠償の請求を妨げない。 



 

（共同研究報告書） 

第 22 条 乙は、本研究が終了したときは、当該終了後 30 日以内に、共同研究報告書を山形

県工業技術センター所長（以下「センター所長」という。）と共同で取りまとめ、甲に提出

するものとする。 

 

 

（研究成果の公表等） 

第 23 条 甲又は乙が、研究成果を第三者に知らせようとするときは、それぞれ乙又は甲の同

意を得るものとする。 

 

（委任） 

第 24 条 甲は、第 14 条、第 15 条、第 16 条、第 18 条及び第 23 条に定める甲のなすべき事

項については、センター所長に行わせるものとする。 

 

（協議） 

第 25条 甲及び乙は、この契約に定めるもののほか、本研究の実施及び研究成果の取扱い等 

に関する必要な事項については、甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印のうえ、

それぞれその１通を保有する。 

 

  令和 年  月  日 

 

甲  山形県山形市松波二丁目８番１号 

 山形県知事 （氏 名）    印 

 

乙 （住 所） 

  （会社名）          （会社印） 

（代表者役職名） （氏 名）    印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号  

 

共 同 研 究 報 告 書 

 

令和 年  月  日 

 

山形県知事 （氏 名） 殿 

 

 

 

申請者 住 所 

                      会社名 

                       （代表者役職名） （氏 名） 

 

 

 令和 年 月 日付けで共同研究契約を締結したこのことについては終了したので、山形

県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要綱第10条の規定により、報告します。 

 

記 

 

１．研究テーマ 

２．研究期間    令和  年  月  日から令和 年  月  日まで 

３．研 究 者  (1) 甲の主担当者 

(2) 乙の主担当者 

４．研究結果    （別紙のとおり） 

５．研究に要した経費         円（税込） 

〔内訳〕     

 

直接経費 

             

             円 

 

間接経費 

             

             円 

 

合 計 

             

             円 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第４号 

共 同 特 許 出 願 契 約 書 

 

山形県知事（氏 名）（以下「甲」という。）と（会社名 代表者役職名 氏 名）     （以

下「乙」という。）は、「        」に係る発明（以下「本発明」という。）の共同

特許出願に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（権利の持ち分） 

第１条 甲及び乙は、本発明に係る特許を受ける権利及びこれに基づき得られる特許権（以下

「本特許権」という。）を共有するものとし、権利の持ち分は、甲〇分の〇、乙〇分の〇と

する。 

 

（出願及び諸手続） 

第２条 本発明の特許出願及び審査請求については、甲、乙共同して速やかに行うものとす

る。 

２ 前項の特許出願後の意見書、補正書等の提出手続については、その都度甲、乙協議のう
え行うものとし、協議が整わないときは、甲の定めるところによる。 

３ 前２項に係る事務は、代理人として弁理士に委託することができる。 

 

（相互通知） 

第３条 甲及び乙は、特許庁又は前条第３項の代理人から本発明に関する通知を受け、又は
通知したときは、速やかにその旨を相手方に通知するものとする。 

 

（経費の負担） 

第４条 乙は、第２条の手続に要する一切の費用及び特許料（以下「特許費用」という。）を
負担するものとする。ただし、特許費用の負担割合は、甲乙協議のうえ、別途定めること
ができるものとする。 

２ 乙は、前項の規定により負担した特許費用がある場合は、甲に書面で通知しなければな
らない。 

 

（実施料） 

第５条 甲及び乙は、第三者に実施許諾をしたときは、本特許権の各持ち分に応じた実施料
を第三者から徴収することができる。 

２ 甲は、乙が自ら特許を実施した場合は、本特許権の持ち分に応じた実施料を乙から徴収
することができる。ただし、乙が自己の持ち分を超える割合の特許費用を負担した場合は、
甲は、持ち分に応じた実施料から、甲の持ち分に応じた特許費用に相当する額を減じた額
を徴収できるものとする。 

３ 前２項の実施料の詳細については、別途実施契約を締結して定めるものとする。 

 

（第三者との紛争等の処理） 

第６条 甲及び乙は、本発明の特許出願又は本特許権に関し、異議申立、審判、判定若しく

は訴訟を提起された場合、又は第三者との間に紛争が生じた場合は、相互に協力して対処



 

するものとする。 

 

（機密保持） 

第７条 甲及び乙は、本発明の内容について秘密を厳守するものとする。ただし、事前に相

手方の同意を得た事項又は、甲、乙の行為に拠らず、公知となった事項はこの限りでない。 

 

（契約有効期間） 

第８条 本契約の有効期間は、本契約締結の日から本特許権の存続期間満了日までとする。

ただし、本発明の特許出願について特許権が成立しないことが確定したときは、その確定

日に終了するものとする。 

 

（関連発明） 

第９条 甲及び乙の共同により、本発明の改良又は関連発明がなされた場合には、本契約の

規定を適用するものとする。 

 

（協議） 

第 10 条 この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じたときには、甲乙協議

のうえ、決定するものとする。 

 

 

この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印のうえ、

それぞれその１通を保有する。 

 

 

  令和 年  月  日 

 

              甲  山形県山形市松波二丁目８番１号 

                    山形県知事  （氏 名）    印 

 

乙  （住 所） 

 （会社名）          （会社印） 

（代表者役職名） （氏 名）    印 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第５号 

特 許 実 施 契 約 書 

 

山形県知事（氏 名）（以下「甲」という。）と（会社名 代表者役職名 氏 名）（以下「乙」

という。）とは甲乙共同で保有する特許等に関し次のとおり契約を締結する。 

 

（定義） 

第１条 本契約において使用する次の用語の意味は、以下のとおりとする。 

(1) 「本件製品」とは、本件特許を実施して乙が製造・販売する製品及びその部品をいう。 

(2) 「本件特許」とは、本件製品の製造・販売に関わる次に掲げる特許（出願中のもので特

許を受ける権利を含む。）をいう。 

    イ 特願２００ －       発明の名称「        」 

（ ※ロ 特願２００ －       発明の名称「        」 ） 

※複数特許の場合 

(3) 「正味販売価格」とは、本件製品の総販売価格から、消費税、物品税その他の契約製品

の売上げに対し課せられる税、運送費、保険料、数量割引その他取引上正当と認められ

る値引き及び返品額を控除した額をいう。ただし、本件製品を甲が使用し、無償で譲渡

若しくは貸し渡し、又は販売した場合には、当該本件製品の正味販売価格は特別な関係

にない第三者に対して販売により得られうる公正な市場価格に基づいて計算するものと

する。 

 

（特許の実施） 

第２条 甲は本件特許を実施しないものとする。 

２ 乙は、本件特許について以下のとおり実施権を行使することができる。 

(1) 期  間 令和  年 月  日から令和  年 月  日まで 

(2) 内  容 本件特許に係る本件製品の製造・販売 

(3) 実施区域 日本国内全域 

３ 乙は、日本国外において本件特許を実施しようとするときは、事前に甲に申し出て、甲

乙の協議のうえ実施するものとする。 

 

（第三者に対する実施の許諾） 

第３条 乙は、本件製品の製造・販売について、甲の同意を得なければ、本件特許の実施を

甲以外の第三者に許諾することができないものとする。 

 

（技術情報の供与） 

第４条 甲は、乙が本件特許の実施に必要な技術情報の供与を申し出たときは、文書又は技

術指導により乙に供与するものとする。 

 

（関連発明） 



 

第５条 甲及び乙は、自己に属する職員が本件特許に関連して発明を行ったときは、遅滞な

く本契約相手方に申し出て、当該発明の取り扱いに関して、甲乙協議するものとする。 

２ 前項の規定は、実用新案法上の考案及び意匠法上の創作が行われた場合について準用す

る。 

（実施料） 

第６条 乙は、本件特許の実施にかかる対価として、次の算式により計算して得た額を実施

料として甲に対して支払う。 

  本件製品の正味販売価格×実施料率×（１＋消費税率） 

２ 前項の実施料率は、  パーセントとする。 

３ 本契約に基づき乙から甲に支払われた実施料はいかなる理由による場合でも返還しない。

ただし、明白な誤計算の場合は、無利子で差額を返還する。 

 

（実施料の支払） 

第７条 乙は、毎年３月 31 日に先立つ１年間に販売した本件製品にかかる前条第１項の実施

料を、甲の発行する納入通知書により指定の期日までに指定の場所に、納入するものとす

る。 

２ 前項の納入にかかる振込手数料は乙が負担する。 

 

（実績報告） 

第８条 乙は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までの期間における本件特許の実施状況を、

別紙様式により、期間の終了後30日以内に甲に提出する。 

２ 甲は、本件特許の実施状況を把握するために必要があるときは、乙から本件特許の実施

状況に関する事項について、更に詳細な報告を求め、又は職員を派遣して実施に関する帳

簿、書類その他の物件を調査することができる。この場合、乙は正当な理由なく、報告や

調査を拒むことはできない。 

 

（本件特許の移転・保全等） 

第９条 乙は、本件特許にかかる事業の譲渡その他本件特許の実施の移転をもたらす行為を

しようとするときは、事前に書面による甲の同意を得るものとする。 

２ 乙は、本件特許の実施に際し、製造委託等などの方法をとり第三者が介在する場合、第

三者への技術情報の漏洩防止等秘密保持に関する契約を交わし本件特許の保全に関し適切

な対応を講じなければならない。 

３ 前項の対応が生じる場合、乙は、事前に甲に文書により届け出、甲の文書による同意を

得なければならない。 

４ 甲は、乙が本件特許の実施により第三者の権利を侵害するに至ったときにおいては、そ

の侵害について一切の責任を負わないものとする。 

 

（契約の有効期間） 

第 10 条 第８条第２項及び第９条第２項の規定は、第２条第２項に規定する実施期間終了後

３年を満たす日までとする。ただし、本件特許の存続期間が終了した場合は、当該終了し



 

た日までとする。 

 

（契約の更新） 

第 11 条 本契約の更新は、第２条第２項に規定する実施期間満了１か月前までに甲乙いずれ

からも書面による申出がない場合、さらに１年間契約を更新するものとし、以後も同様と

する。なお、本件特許の出願について特許権が成立しないことが確定したとき又は本件特

許の存続期間が終了したときは、当該日に終了するものとする。 

 

（協議） 

第 12 条 甲及び乙は、本契約の解釈に疑義がある事項又は本契約に規定なき事項については、

信義誠実の原則に従って甲乙協議のうえ、これを解決するものとする。 

 

 

この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印のうえ、

それぞれその１通を保有する。 

 

 

  令和 年  月  日 

 

              甲  山形県山形市松波二丁目８番１号 

                    山形県知事  （氏 名）    印 

 

乙  （住 所） 

 （会社名）          （会社印） 

（代表者役職名） （氏 名）    印 

 

 

 


